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令和３年度施策・事務事業評価実施要領 

 

１. 施策・事務事業評価実施の趣旨 

限られた財源や人材で、複雑多様化する県民ニーズに的確に対応しながら持続可能な

県政運営を行っていくためには、時代の変化に伴う行財政運営の不断の見直しが必要で

ある。 

   そのために、県が実施する事務事業の必要性や効率性の観点から点検を行うのみでは

なく、事務事業の施策への寄与度に着目し、県政の基本方針である山梨県総合計画が掲

げる「施策の目指す姿」を着実に推進していく観点から、施策・事務事業評価を一体的

に実施する。 

   これにより、政策効果の乏しい歳出を削減し、政策効果の高い歳出に再配分するなど

「選択と集中」を徹底し、効果的かつ効率的な事業の推進と成果を重視した県政運営の

実現を図る。  

   また、施策・事務事業評価の結果は、予算編成及び企画立案等における重要な情報と

して活用を図るとともに、県民への説明責任を果たす観点から公表する。 

 

２． 施策・事業評価の基本的な考え方 

  総合計画の政策体系（別紙１「基本理念実現のための政策体系」参照）に沿った施

策・事務事業の一体的な評価の実施 

  ① 総合計画アクションプランに掲載された施策の成果や進捗を評価する施策評価の

導入 

② 施策実施の手段となる事務事業についての必要性、効率性等を評価する事務事業 

評価の実施 

 

３． 実施方法等 

 （１）評価の種類 

    政策体系に沿って「施策評価」及び「事務事業評価」を実施する。 

 

 （２）評価の対象  

施 策 評 価： 総合計画アクションプランのうち「基本理念実現に向けた政策 

体系」に掲載の全１６７施策  

       ※「行財政改革の取り組み」は含まない。 

           ※令和３年度施策評価においては、令和３年６月議会で議決され

た「山梨県総合計画 2021 改定版」の内容については考慮しな

い。 

    事務事業評価：令和３年度に実施しており、施策の「具体的な事業」に連なると

部局が判断した細事業 
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 （３）評価の時期 

施 策 評 価 ：令和２年度末時点 

    事務事業評価：令和３年度評価実施時点 

 

 （４）評価の方法 

    施 策 評 価 ：「令和２年度山梨県総合計画施策に係る評価書」（様式１）による 

    事務事業評価：「令和３年度事務事業評価シート」（様式２及び３）による 

      

    

４. 実施のスケジュール等 

  

８月３日       行政改革推進本部 

 

８月５日～９月１０日 部局における評価の実施 

 

９月中旬～９月下旬  知事政策局によるとりまとめ 

           （評価の統一性を図るため随時ヒアリングを実施） 

 

１０月       主要施策事業協議 

 

１１月       予算要求 

 

２月        公表 
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「基本理念実現のための政策体系」（令和２年度時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例）戦略２政策１施策３「学力向上に向けた取り組みの推進」 

戦略 次世代「やまなし」投資戦略 

政策 一人ひとりの個性を生かした教育の推進 

施策 学力向上に向けた取り組みの推進 

具体的な事業① 県独自の学力把握 

 細事業１  山梨県学力把握調査事業費  

具体的な事業② 考える力、記述の力を高めるための授業改善サイクルの確立 

 細事業 1  学びのサイクル改善事業費 

細事業 

具体的な事業 

施策 
（167） 
（167） 

政策 
（17） 

戦略
（５）

＜目指すべき姿＞ 

県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし 

「令和２年度山梨県総合計画施策に
係る評価書」にて評価 

「令和３年度事務事業評価シート」

にて評価 

・・
・・
・ 

別紙１ 
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戦略２ 次世代「やまなし」投資戦略 

 

 

 （ 義務教育課 ） 

具体的な事業 
工程表（年度別事業計画） 

R1 R2 R3 R4 

     

○ 県独自の学力把握調査の実施 
    

実施    

○ 考える力、記述の力を高めるための授業改善
サイクルの確立 

    

実施    

○ 新学習指導要領における「主体的・対話的で
深い学び」の実現に向けた授業改善の実施 

    

研究 実施   

○ 実用英語技能検定受検に対する支援など中
学生の英語力向上への取り組みの実施 

    

実施    

○ 家庭学習の確保や地域との連携による取り
組みの推進 

    

実施    

 

 

 

 

 

２ 学力向上に向けた取り組みの推進 

（施策の目指す姿） 

＜現在＞ 
国で実施している「全国学力・学習状況調査」

において、全教科合計での平均正答率が全国平
均に近づき、ほぼ同等ではあるが、全国平均を
下回っている教科がある。 

 
H30 「全国学力・学習状況調査」の全国平均正

答数との比較割合 99.6％ 

 ＜将来＞ 
学力向上に関する取り組みが推進され、「全国

学力・学習状況調査」における平均正答率が、全
ての教科において、全国平均を上回っている。 

 
R4 「全国学力・学習状況調査」の全国平均正

答数との比較割合 100％超 

（施策の概要） 
児童生徒の学力向上を図るため、全国学力・学習状況調査等で得られた課題や成果を踏まえ、教員の授業

力を高める取り組みや、家庭学習の確保及び地域連携の推進に努めます。 

・・
・・
・ 
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様式１ 令和２年度山梨県総合計画施策に係る評価書 

     （表面）          （裏面）       

 

様式２ 令和３年度事務事業評価シート（個票） 

  

様式３ 令和３年度事務事業評価シート（総括表） 
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「令和２年度山梨県総合計画施策に係る評価書」記載要領 

 

１ 施策の基本情報に関する記載 

 

①「戦略名」・「政策名」・「施策名」・「総合計画ページ数」欄 

  「山梨県総合計画」における評価対象施策の基本情報（戦略名・政策名・施策名及び総

合計画に記載されているページ数）を記載すること。  

 

②「施策の目指す姿」欄 

    評価対象施策の「目指す姿」を記載すること。原則、総合計画アクションプランに

記載の「施策の目指す姿」の「将来」に記載の文章を転記すること。 

 

③「担当部局」欄 

    当該施策の担当課室及びその所管部局を記載すること。ただし、担当課室が複数に

またがる場合は、当該施策の推進に中心的な役割を果たす課室を記載することとし、

当該課室を所管する部局が本評価書のとりまとめ及び作成を行うこと。 

 

④「施策の概要」欄 

   当該施策の取り組みの概要を記載すること。原則、総合計画アクションプランに記

載の「施策の概要」に記載の文章を転記すること。 

 

⑤「予算額・執行額」欄（知事政策局対応） 

               当該施策に紐づく細事業の予算額及び決算額の合計（一般財源ベース）を「主要施

策成果説明書・総合計画実施状況報告書」のデータをもとに知事政策局で記載する。

（知事政策局への提出時は空欄でよい。） 

 

⑥「施策に関連する計画」欄 

当該施策の推進に関連する部門計画がある場合は記載すること。 

※改定前の総合計画 P63 を参照のこと。当該ページ記載以外のものも関連する計画が

あれば、記載することを妨げない。 

 

２ 施策の成果に関する記載 

  

 ①「成果指標」欄 

  （ⅰ）「成果指標」欄 

    総合計画アクションプランに記載の「施策の目指す姿」内の成果指標を引用するこ

と。 
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  （ⅱ）「区分」欄 

    成果指標の性質的な区分（「定量」又は「定性」のいずれか）を記載すること。 

 

  （ⅲ）「基準値」・「目標値」欄 

    総合計画アクションプランに記載の「施策の目指す姿」内の成果指標における「現

在」欄の数値を基準値欄に、「将来」欄の数値を目標値欄に記載すること。また、定

性指標を用いている施策の場合は双方「-」を記載すること。 

 

  （ⅳ）「年度ごとの目標値」（上段）・「年度ごとの実績値」（下段）欄 

    成果指標達成に向けた令和元年度から令和４年度各年度における目標値を上段に、

またその実績値を下段に記載すること。令和４年度の目標値は上記（ⅲ）で示してい

る「将来」の数値（＝目標値）と一致させること。令和３年度作成分においては、目

標値については原則令和４年度分まで、また実績値については原則令和２年度分まで

記載することとし、令和元年度実績値については「令和元年度総合計画実施状況報告

書・主要施策成果説明書」に記載の実績値を記載すること。また、定性指標を用いて

いる施策の場合は双方「-」を記載すること。 

 

  （ⅴ）「進捗率」欄 

    令和４年度末時点の目標値に向けた令和２年度末時点での進捗率を下記計算式に

基づいて計算し記載すること。また、定性指標を用いている施策の場合は「-」を記

載すること。（総合計画において、平成 30 年度末以外の現況値を基準値としている施

策については、総合計画上の基準値の年度に合わせること。） 

 

● 平成 30 年度末現況値から令和４年度末目標値に向けて数値を上げる目標 

      （令和２年度実績値－平成 30 年度末現況値）／（令和４年度末目標値－平成

30 年度末現況値）×100 

● 平成 30 年度末現況値から令和４年度に向けて数値を下げていく目標 

      （平成 30 年度末現況値－令和２年度実績値）／（平成 30 年度末現況値－令和

４年度末目標値）×100 

● 平成 30 年度末現況値を維持する目標 

      （令和２年度実績値）／（令和４年度末目標値）×100 

 

  （ⅵ）「達成状況」欄 

    成果指標の年度ごとの目標値に対する実績値について、その達成状況を下記により

評価すること。 

    また、本評価書においては、令和２年度末時点における達成状況を評価することと

する。（今回の評価に当たっては、現行計画の実施期間４年間の２年目末時点の評価
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を行うことから、進捗率 50％を基準としてその進捗度合いを判断することとする。） 

 

    「○」（順調）・・・・・進捗率が 50％以上又は現況値≧基準値 

    「△」（進展あり）・・・進捗率が 25％超〜50％未満 

    「×」（進展なし）・・・進捗率が 25％以下又は現況値＜基準値 

    また、定性指標を用いている施策の場合においても、総合計画アクションプランに

記載の成果指標の達成に向けたその達成状況を下記により評価すること。 

    「○」・・・成果指標の達成に向けて順調に取り組みが進んでいる 

    「△」・・・成果指標の達成に向けて令和２年度末時点では順調とは言えないが、

令和４年度の達成に向けて進展はしている 

    「×」・・・成果指標の達成に向けて取り組みが進展していない 

 

 ②「具体的な事業」欄 

  ※「具体的な事業」とは総合計画アクションプランの各施策において「具体的な事業」

として工程表（年度別事業計画）とともに示されている事業を指す。 

  （ⅰ）「具体的な事業名」欄 

    各施策において示されている「具体的な事業」を全て記載することとし、必要に応

じて行を追加すること。 

 

  （ⅱ）「事業の成果」欄 

当該施策の目指す姿の推進に向けた観点からの成果を簡潔に記載すること。記載に

当たっては、原則定量的でかつ活動指標によらない指標を用いることとし、これが困

難な場合にも可能な限り客観的な情報・データや事実に基づく記載とすること。（別紙

２「成果指標」と「活動指標」の具体例参照） 

     

 ３ 施策の成果の分析に関する記載 

 

  ①「評価結果」欄 

   （ⅰ）評価欄 

     当該施策の進捗について以下の判断基準に基づき評価し、該当する各ランク及び

その区分を記載すること。記載に当たっては、「（ランク）（該当する）評価」とい

ったように、該当する下記の各ランク及びその評価を記載すること。(記載例：「Ｓ 

目標超過達成」  
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（ⅱ）「判断根拠」欄 

原則ランクＢ・Ｃ・Ｄのときのみ記載することとし、特記事項がある場合のみ、

Ｓ・Ａの時に記載することも可とする。 

下記の内容を中心として、施策の推進状況に関する分析を行った上で、上記評

価に至った理由を記載すること。 

      ・施策の成果指標が計画どおり達成されていない主要因 

      ・計画どおり推移していない「具体的な事業」における問題点  等 

 

ランク 区 分 判 断 基 準 

Ｓ 目標超過達成 

・施策の成果指標が各年度の計画以上に達成出来ている。 

・各「具体的な事業」も工程どおり又はそれ以上に進捗して

いる。 

・このまま施策を推進していけば、令和４年度時点で大幅に

成果指標を達成することができる見込みである。 

Ａ 目標達成 

・施策の成果指標が各年度の計画どおりに達成されている。 

・各「具体的な事業」も概ね工程どおり進捗している。 

・このまま施策を推進していけば、令和４年度時点で成果指

標を十分に達成することができる見込みである。 

Ｂ 相当程度進展あり 

・施策の成果指標が計画どおり達成されていない。 

・「具体的な事業」の一部で工程どおり進捗していないものが

あるが、概ね計画どおりに推移しており、手段としての方

向性は誤っていない。 

・施策の推進に当たって、一部軌道修正を要するが、令和４

年度時点で成果指標を十分に達成できる見込みである。 

Ｃ 進展が大きくない 

・施策の成果指標が計画どおり達成されていない。 

・「具体的な事業」について手段としての方向性は誤っていな

いものの、概ね又は全てで工程どおり進捗していない。 

・施策の推進に当たって、一部軌道修正を要し、現行の取り

組みを継続しただけでは、達成までに相当程度の時間を要す

ることが見込まれるため、令和４年度時点での成果指標達成

が困難である。 

Ｄ 目標に向かっていない 

・施策の成果指標が計画どおり達成されていない。 

・「具体的な事業」の概ね又は全てで工程どおり進捗しておら

ず、手段としての方向性も誤っている。 

・施策の推進に当たって、現行の取り組みを継続していては、

令和４年度時点での成果指標達成は困難であり、根本的な改

善が必要である。 
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 ②「外部要因等が実績に与えた影響」欄（任意記載） 

   当該施策の推進に当たり、成果指標の達成に対して著しく影響を及ぼした外部要因

がある場合は、その影響について簡潔に記載すること。 

 

４ 今後の方向性に関する記載 

   当該施策の成果の分析を踏まえて、今後の当該施策推進の方向性を記載すること。

見直しの観点については、次年度主要施策事業協議や予算編成を見据えた上で記載

すること。 
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「成果指標」と「活動指標」の具体例 

 

成果指標（アウトカム指標）例 

行政の活動の結果として、県民生

活や社会経済に及ぼされる何らかの

変化や影響 

（例） 

○行政のサービスに対する満足度 

○講習会の受講による知識の向上、技能の

向上 

○搬送された患者の救命率 

○農産物の生産量 

○大気、水質、地質の汚染度 

○ごみ減量処理率、リサイクル率、廃棄物

の再生利用量、不法投棄件数 

○育児休暇取得率 

○就職件数、就職率 

活動指標（アウトプット指標）例 

①行政活動そのもの （例） 

○事業の実施件数 ○会議の開催回数 

○基準の設定   ○検査件数 

○行政処分の実施件数 

②行政活動により提供されたモノや

サービスの量 

（例） 

○講習会、展示会等の開催回数 

○機器の稼働率 

○助成金の支給件数、支給金額 

○パンフレットの配布数 

③行政活動により提供されたモノや

サービスの利用の結果 

（例） 

○講習会、展示会等の参加者数 

○ホームページ等へのアクセス件数 

○共同利用者施設の利用者数 

○技能学校の学生数 

○カウンセラー等の登録者数 

○相談件数 

○インターンシップ参加者数 

 

 

 

別紙２ 
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「令和３年度事務事業評価シート」記載要領 

 

Ⅰ：令和３年度事務事業評価シート（個票） 

 

１ 事業の基本情報に関する記載 

 

   ①「評価対象事業」欄 

    （ⅰ）「事業名」欄 

      評価対象事業の小事業名を記載すること。 

    （ⅱ）「細事業名」欄 

      評価対象事業の細事業名を記載すること。 

 

   ②「評価対象事業の概要」欄 

    （ⅰ）「実施期間」欄 

      「開始」「終了」期を和暦で記載すること。事業の一部について、開始年度又

は終了（予定）年度が異なる場合には、開始年度については最も早いものを、終

了（予定）年度については最も遅いものを記載すること。事業開始年度が不明な

場合には「不明」と記載すること。終了（予定）年度を定めていないものについ

ては「終了予定なし」と記載すること。 

    （ⅱ）「実施主体」欄 

      評価対象事業の実施主体を記載すること。また、委託により実施している場合

には、委託先を括弧書きで記載すること。 

    （ⅲ）「事業の内容」欄 

      予算資料に記載されている内容をベースにして、評価対象事業の目的・内容が

おおよそ分かる程度に簡潔に記載すること。 

 

   ③「事業の実施状況」欄 

      評価対象事業の令和２年度における実施状況について、定量的に活動実績（箇

所数、件数、人数等）を記載すること。 

 

 ２ 事業の評価に関する記載 

 

   ①「必要性についての評価」欄 

    （ⅱ）県民ニーズについて以下の基準により評価し、「評価」欄に該当するアル 

ファベットを記載すること。なお、評価の際は下記「評価の視点」も参考に判

断すること。 
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     a:県民ニーズが高まっている  

b:県民ニーズに変化はない  

c:県民ニーズが低くなっている  

d:県民ニーズはない 

 

また、評価の理由について、「評価の説明」欄に１文を基本に簡潔に記載するこ

と。 

  

    （評価の視点） 

● 事業の執行実績、利用実績等が低調に推移していないか。 

● 事業目的が既に達成されているにも関わらず事業が継続されていないか。 

● 事業開始後の社会情勢の変化によりニーズが失われていないか。創設から長

期間経過している補助金については、現在点でも必要性、公益性は薄れてい

ないか。 

● 講演会や研修会、シンポジウムなど、参加者が事業関係者などに偏っていな

いか。 

 

    (ⅱ) 県が実施する妥当性について以下の基準により評価し、「評価」欄に該当する

アルファベットを記載すること。なお、評価の際は下記「評価の視点」も参考

に判断すること。 

a:県が行うべき事業である  

b:現在は県が行うべき事業であるが、将来的には縮小されるべきものである  

c:県で行うべき必要性が薄れてきている  

d:県で行う理由が見当たらない 

 

また、評価の理由について、「評価の説明」欄に１文を基本に簡潔に記載するこ

と。 

 

    （評価の視点） 

● 市町村や民間の独自性や主体性が発揮されるべき取り組みについて必要以

上に県の関与がなされていないか。 

● 個人や民間で同様の取り組みが期待できるのではないか。 

● 実用化段階や普及段階に移行するなど、民間等が主体的に行うべき段階に移

行しているにも関わらず、必要以上に県の関与が継続されていないか。 

 

②「活動量についての評価」欄 

      事業の実施状況を勘案し、その活動量について以下の基準により評価し、「評

価」欄に該当するアルファベットを記載すること。なお、評価の際は下記「評価
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の視点」も参考に判断すること。 

 

     a:予定を超えた活動量がある  

b:予定どおりの活動量がある  

c:予定したほどの活動量がない  

d:予定した活動量に著しく足りない 

 

また、評価の理由について、「評価の説明」欄に１文を基本に簡潔に記載するこ

と。 

 

    （評価の視点） 

● 活動指標として、事業における事業の箇所数、件数、人数等の事業の活動内

容について定量的に説明できる指標が設定されているか。 

● 活動実績が十分に把握されているか。事業の執行実績、利用実績等が低調に

推移していないか。事業実施の背景にある課題や、事業の進捗・事業への参

加を阻害する要因が十分に分析されているか。 

● 毎年ニーズを適切に把握し、必要な活動見込みが立てられているか。 

 

   ③「効率性についての評価」欄 

      事業執行の効率性について以下の基準により評価し、「評価」欄に該当するア

ルファベットを記載すること。なお、評価の際は下記「評価の視点」も参考に判

断すること。 

 

     a:効率的に行われている  

b:やや効率的でない部分もあるが、許容の範囲である  

c:執行方法等の見直しで事業成果の向上やコストの縮減が見込め、効率性を高め 

る余地がある  

d:効率的な事業となっておらず、執行方法等を抜本的に見直す必要がある 

 

 また、評価の理由について、「評価の説明」欄に１文を基本に簡潔に記載する

こと。 

 

    （評価の視点） 

● 費目・使途が事業目的に即して真に必要なものに限定されているか。 

● 不用率・繰越率が大きい場合、その理由は妥当か。 

● 事業効果に比べて事務負担が過大となっていないか。 
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Ⅱ：令和３年度事務事業評価シート（総括表） 

  

  総括表の作成に当たり、細事業の順番は、総合計画各施策の「具体的な事業」の順番と

合わせること。 

 

１「部局名」「所管課」欄 

  評価対象事業の所管部局名及び所管課室名を記載すること。複数部局又は課室で執行

している細事業については、予算要求を行っている課室を記載すること。  

 

２「細事業名」「事業コード」欄 

  評価対象の細事業名を記載すること。様式２の個票を作成している細事業について全

て記載すること。 

 

３「新・継」欄 

  令和３年度において、新規事業の場合は「新」、継続事業の場合は「継」と記載するこ

と。 

 

 ４「具体的な事業名」欄 

    評価対象の細事業が紐づく、総合計画上の「具体的な事業」（総合計画アクション

プランの各施策において工程表（年度別事業計画）とともに示されている事業）を記

載すること。 

 

 ５「令和２年度」欄 

   「予算現額」「決算額」欄 

    各細事業における令和２年度予算現額及び決算額について、財務会計システムの

「歳出決算見込額調」を参照しつつ記載すること。 

 

 ６「令和３年度」欄 

    各細事業の令和３年度６月補正予算時点の予算現額を記載すること。 

 

 ７「アウトプット（活動指標）」欄 

    「令和３年度事務事業評価シート(個票)」（様式２）の「アウトプット」欄の記載内

容を転記すること。 

    評価対象事業が新規事業の場合には記載しないこと。 

 

 ８「アウトカム（成果指標）」欄 

    「令和２年度山梨県総合計画施策に係る評価書」（様式１）の、評価対象事業が紐づ

く「具体的な事業」の「事業の成果（アウトカム）」欄の記載内容を転記すること。 
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    また、転記した内容以外にも細事業の成果を示すのに適切な指標がある場合は追記

すること。 

    評価対象事業が新規事業の場合には記載しないこと。 

 

 ９「各項目による評価」欄 

   「令和３年度事務事業評価シート（個票）」（様式２）の、「事業の評価」欄の「（１）

必要性についての評価」「（２）活動量についての評価」「（３）効率性についての評価」

における a～dの評価を転記すること。 

 

 10「施策推進への寄与度の評価」欄 

    各「施策の目指す姿」を着実に推進していくに当たり、その達成に向けた各事業の

寄与度を下記の基準により評価すること。 

 

    「〇」・・・「施策の目指す姿」の達成に直接的に資する等、寄与度が高い事業であ

る 

    「△」・・・「施策の目指す姿」の達成に資するが、その寄与度が直接的とは言えな

い又は「〇」評価の細事業より寄与度が劣る事業であり、改善の余地が

ある事業である 

    「×」・・・「施策の目指す姿」の達成に向けて寄与しているとは言えず、抜本的な

見直しが必要な事業である 

     

    ※評価に当たる留意事項 

      限られた財源や人材により施策を効果的に推進していく観点や、別途財政課が

指示する「Ｒ４年度当初予算要求基準」を勘案し、徒に「〇」評価とせず積極的

な見直しを行うこと。 

     

  11「「各項目による事業評価」において「c」または「d」評価となった項目がある細事業

の見直しの方向等について」欄 

    「各項目による事業評価」において「c」または「d」評価となった項目がある細事業

については、次年度に向けた方向性について、下記に沿ってその見直しの方向性を記載

すること。 

    

    ①「No」欄 

      「各項目による事業評価」において「c」または「d」評価となった項目がある細

事業の総括表の No を転記すること。 

 

    ②「対象細事業名」欄 

      「各項目による事業評価」において「c」または「d」評価となった項目がある細
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事業名を記載すること。 

 

    ③「見直しの方向」欄 

       「廃止」「一部廃止」「終期設定」「休止」「他事業との統合」「縮小」「実施方向等

の変更」「現行どおり」の中から選択し記載すること。 

 

     ④「見直しの考え方」欄 

       上記での見直しの内容を具体的に記載すること。  

 

    12「「施策推進への寄与度の評価」において「△」又は「×」評価となった細事業の見直

しの方向等について」欄 

     10 における施策推進への寄与度の評価において「△」又は「×」評価となった細事

業については、次年度に向けた方向性について、下記に沿ってその見直しの方向性を

記載すること。 

    

    ①「No」欄 

      「施策推進への寄与度の評価」において「△」又は「×」評価となった細事業の

総括表の No を転記すること。 

 

    ②「対象細事業名」欄 

      「施策推進への寄与度の評価」において「△」又は「×」評価となった細事業名

を記載すること。 

 

    ③「見直しの方向」欄 

       「廃止」「一部廃止」「終期設定」「休止」「他事業との統合」「縮小」「実施方向等

の変更」「現行どおり」の中から選択し記載すること。 

 

     ④「見直しの考え方」欄 

       上記での見直しの内容を具体的に記載すること。  

 




